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• 10-12月期のリートは、⻑期⾦利の低下を受けて⼤幅に上昇

• 業績はいったん踊り場も、2025年には再加速すると⾒込む

• 財務⾯の強みを成⻑機会に

10-12月のグローバルリート（以下、リート）は、早期利下げ期待などを受けた⻑期⾦利の低下から⼤
きく上昇しました。

10月は、米国の堅調な経済指標を受け⻑期⾦利が上昇したことを嫌気し、軟調に推移しました。しかし、
10/31-11/1開催のFOMC（米国連邦公開市場委員会）にて政策⾦利が据え置かれたことなどをきっかけに
⻑期⾦利が低下すると、急反発しました。その後も12月のFOMCにおいて⾦融引き締めからの転換が⽰唆
される中、2023年末にかけて右肩上がりの相場が続きました。

リートおよび株式のパフォーマンスと⽶国⾦利の推移

※リート/株式︓2023年9月29日を100として指数化
※リート︓S&P Developed ex Japan REIT指数（トータル・リターン、米ドルベース）
※株式︓MSCI ACWI ex Japan指数（トータル・リターン、米ドルベース）

（出所）ブルームバーグ

（現地︓2023年9月29日〜 2023年12月29日）

※当資料は、コーヘン&スティアーズ・キャピタル・マネジメント・インクが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成したものです。

早期利下げ期待が⾼まり急反発

10-12⽉期のリートは、⻑期⾦利の低下を受けて⼤幅に上昇

2023年10－12⽉期の振り返りと今後の⾒通し
市場の関心は堅調なファンダメンタルズへ

＋16.9%

ダイワ世界リート・ファンド（毎⽉分配型)
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国・地域別の指数は、全⾯高となりました。より⾦利敏感であるセクターが多く、バリュエーション⾯
で特に割安感の高かった欧州が⼤きく上昇しました。

用途別では、相対的な負債⽐率の高さや軟調なファンダメンタルズを背景にパフォーマンスが劣後して
きたオフィス関連、⾦利低下に伴う引っ越し需要増加の恩恵が期待された米国などの倉庫が⼤きく上昇し
ました。また、堅調な個⼈消費を背景とした良好な需給環境に対して割安感の高まっていた米国のショッ
ピングモールなど、小売も上昇しました。

一方、構造的な成⻑が⾒込まれるデータセンターやヘルスケアなどについては、市場全体がマクロ要因
で急上昇する局⾯において相対的に劣後しました。

また、2023年11月以降の急反発を受けて、純資産価値との⽐較によるバリュエーションではディスカ
ウント状態がほぼ修正されました。（ご参考資料︓バリュエーション（純資産倍率））今後、徐々にリー
トの業績⾒通しや成⻑性に注目が集まると考えています。成⻑性の観点からみると、リートは依然として
魅⼒的な投資対象だとみています。

（現地︓2023年9月29日〜 2023年12月29日）

リートの国・地域別パフォーマンス（⽶ドルベース）

用途別では、オフィス関連や倉庫などが⼤きく上昇

※2023年9月29日を100として指数化
※国・地域別指数︓

S&P USA REIT/Europe REIT/Asia Pacific ex Japan REIT指数（トータル・リターン、米ドルベース）

（出所）ブルームバーグ

国・地域別は、全面⾼
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バリュエーション面の調整は一巡
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主な売買⾏動に関しては、米国の集合住宅において、地域ごとの需給バランスの観点からリバランスを
⾏いました。また、オーストラリアにおいて、個⼈消費持ち直しの恩恵が⾒込まれる小売へのエクスポー
ジャーが高い銘柄を買い付けた一方で、シドニーのオフィス市場への懸念から関連する銘柄を売却しまし
た。

10-12月期における当ファンドのパフォーマンスへの寄与度上位・下位の主な国・地域/セクター/個別
銘柄は以下の表のようになりました。

下位 国・地域

AMERICOLD REALTY TRUST 
INC

米国

COVIVIO SA フランス

MID-AMERICA APARTMENT 
COMMUNITIES INC

米国

DEXUS オーストラリア

PARKWAY LIFE REAL ESTATE 
INVESTMENT TRUST

シンガポール

寄与度上位・下位の主な国・地域/セクター/個別銘柄

国・地域別

上位

英国

金利敏感な銘柄の多い英国が
特に上昇。

米国

オーストラリア

下位

カナダ

相対的に規模が小さいリートが
多く、やや出遅れ。ニュージーランド

オランダ

セクター別

上位

産業施設

データセンター事業からの成長
も期待されるオーストラリアな
どの産業施設が大幅高。

商業施設

各種不動産

下位

オフィス

シドニーのオフィス市場への懸
念などからオーストラリアのオ
フィスなどが軟調推移。

ホテル/リゾート

その他専門施設

個別銘柄

上位 国・地域

GOODMAN GROUP オーストラリア

UNIBAIL-RODAMCO-
WESTFIELD SE

フランス

SEGRO PLC 英国

LAND SECURITIES GROUP PLC 英国

SIMON PROPERTY GROUP INC 米国

※マザーファンド、円建てベース。セクター別はGICS産業サブグループ基準。

10ｰ12⽉期の運用状況
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⽶国セクター別 新規物件供給(※)の推移（2015-2023年）

業績はいったん踊り場も、2025年には再加速すると⾒込む

新規物件の供給は増えていない、急に増やせない

コーヘン＆スティアーズでは、リートの業績は、世界景気の減速を背景に2024年はやや低調となるも
のの、2025年には再び加速すると考えています。その要因について以下でみていきます。

2025年は需要回復を受け、業績は再加速へ

※物件在庫に対する新規着⼯件数の⽐率推移

（出所）CoStar、コーヘン＆スティアーズ・キャピタル・マネ
ジメント・インク

FFO成⻑率の推移

（出所）ブルームバーグ、コーヘン＆スティアーズ・キャピタル・マネジ
メント・インク、UBS

※2023年12月末時点。2023年以降予想値。FFOは、Funds From
Operationの略。営業活動（不動産賃貸事業）から発生するキャッ
シュフローを⽰しています。FTSE EPRA Nareit Developed Real
Estate指数ベース。不動産開発会社等を含みます。

まず、ポイントとなるのは新規物件の供給です。主要国の多くのセクターで、コロナ禍の混乱や⾦利上
昇、資材の高騰、労働⼒不⾜などにより、不動産の新規開発はここ数年鈍化傾向にあります。不動産の開
発には数カ月から2年程度の時間を要するため、利下げや景気回復により新規開発が加速したとしても、
2025年までは需給がタイトな状況が続くことが⾒込まれます。

一方、需要⾯については、2025年から回復に
向かうと考えています。

2024年は緩やかな世界景気の減速による需要
の鈍化、業績成⻑は減速を⾒込んでいます。しか
し、2025年は利下げなどを受けた景気拡⼤から
需要が回復し、再び業績が加速すると考えていま
す。供給が増えにくい環境下での需要回復は、賃
料上昇につながりやすく、業績の追い風になると
予想しています。
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⽶国上場リートによる物件取得の推移

財務面の強みを成⻑機会に

財務が健全なリートが、強みを発揮することを期待

また、リートの財務を活用した成⻑余地にも注目しています。年内に世界的に利下げに転じるとみてい
ますが、一方で過去のような低⾦利環境に戻るとは想定していません。上場リートは健全な財務基盤や資
⾦調達⾯における優位性を今後の成⻑の原資にすることができると考えています。

外部環境を逆⼿に物件取得を進める例も

2023年12月末時点

（出所）グリーンストリート・アドバイザーズ、コーヘン＆ス
ティアーズ・キャピタル・マネジメント・インク
※平均負債⽐率はLTV（ローン・トゥー・バリュー）を使用。LTVは負債額

を保有不動産の時価で割って算出。優先株を含めた負債額が対象。また、
グリーンストリート・アドバイザーズの取り扱う全てのセクターの不動
産時価価値を用いて算出しています。

⽶国上場リートの平均負債⽐率
⾦融危機以降、負債⽐率は抑制されている

⾦融危機以降、上場リートの経営陣は保守的な
財務政策をとっており、財務は総じて健全です。
そのため、債券や株式を発⾏するなど、市場で資
⾦を調達する余地が⼗分あります。

一方、利上げによる⻑期⾦利上昇や銀⾏の貸出
態度厳格化は、借⼊依存度の高い不動産投資家の
借り換えや新規資⾦調達を困難にしています。

このような状況下、上場リートは物件取得や
M&Aなどにおいて、財務⾯の強みを発揮できる
と考えています。

実際、攻めに転じるリートもでてきています。

ウェルタワー（高齢者住宅）は2020年10月か
ら2023年10月にかけて、116億ドルの資⾦を投
じ425件の物件取得を進めました。⾦利上昇に加
え、コロナ禍で高齢者住宅の空室率が上昇し、
他社が物件を手放す中、自身の健全な財務基盤を
活かし割安に物件を取得し業績拡⼤を続けていま
す。

また、インビテーション・ホームズ（⼾建住
宅）は、2023年7月に1,870件の物件を取得して
います。さらに直近では新たなビジネスの試みと
して、同社の管理運営ノウハウを活用して他社の
⼾建住宅ポートフォリオの管理業務を請け負う契
約を締結しました。⼾建住宅を⼤規模なロットで
取得できる機会は限られており、将来的に管理物
件を取得できる可能性があるとみています。

（ 2015年1-3月期〜2023年7-9月期）

（出所）Nareit、ブルームバーグ
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リート市況に関しては、短期的には引き続き⾦利低下という外部環境の好転が注目されそうですが、⻑
期的にはより堅調なファンダメンタルズを持つセクターが評価されると考えています。

ここまでお伝えしてきたように、主要国の多くのセクターで、コロナ禍やインフレ、⾦利上昇によりこ
こ数年、不動産開発が停滞しています。需給が総じてタイトな環境が続き、賃料上昇により業績は堅調に
推移するとみています。また、健全な財務体質を活用して物件取得やM&Aなどが活発化すると予想される
ことも、業績への追い風になると考えています。

運用においては、成⻑性やバリュエーションなどの観点から魅⼒的なセクター・銘柄に注目していく方
針です。

＜北米＞

住宅のうち⼾建住宅については、⼈口動態などを背景とした構造的な需要拡⼤に加え、ローン⾦利の高
⽌まりや物件の高騰から良好な需給環境が続くと考えています。ヘルスケアについては、空室率が改善傾
向にある高齢者住宅を主体としたリートをポジティブにみています。小売セクター、特にショッピング
モールに関しては、実店舗⾒直しの動きに加え、堅調な個⼈消費が業績への⽀援材料になると判断してい
ます。また、データセンターは、データ需要は構造的に増加傾向にあることに加え、生成AI（⼈⼯知能）
の利用拡⼤も追い風となり、タイトな需給環境が続くと⾒込んでいます。一方で、相対的なバリュエー
ションに割高感がある倉庫や、在宅勤務や景気減速による需給悪化に加え、高い債務⽐率が懸念材料であ
るオフィスについては、引き続き慎重に選別していきます。

＜欧州＞

成⻑性やディフェンシブ性（景気変動に左右されにくい）などの観点からバランスのとれたポートフォ
リオを構築する方針です。構造的な成⻑が期待でき、高い賃料決定⼒を持つ倉庫や産業用、保有不動産の
質が高い⼤陸欧州の小売をポジティブにみています。一方、在宅勤務などによる影響が懸念されるオフィ
スへのエクスポージャーが高い銘柄については、慎重に選別していく方針です。

＜アジア・オセアニア＞

オーストラリアにおいては、電⼦商取引の拡⼤から恩恵を受ける産業用や慢性的な住宅不⾜の恩恵を受
ける住宅関連銘柄などに、シンガポールでは、ファンダメンタルズが良好な病院などのヘルスケアに注目
しています。香港では香港経済へのエクスポージャーが高い小売を中心に投資していく方針です。

成⻑性などファンダメンタルズを注視して運用

⾒通し・運用⽅針

堅調な業績への期待が⽀援材料になるとみる
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ご参考資料︓バリュエーション（純資産倍率）

国・地域別 純資産倍率

過去5年間のレンジ 2023年12月末時点

※コーヘン&スティアーズによるリートの保有物件価値の推定値をもとに算出。

⽶国主要セクター別 純資産倍率

（出所）コーヘン＆スティアーズ

過去5年間のレンジ 2023年12月末時点

※国・地域別︓FTSE EPRA Nareit Developed Real Estate指数構成銘柄のうち、コーヘン＆スティアーズの調査対象銘
柄ベース。不動産開発会社等を含みます。
※米国主要セクター別︓FTSE Nareit All Equity REITs指数構成銘柄のうち、コーヘン＆スティアーズの調査対象銘柄ベース。
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※ 「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※ 基準価額の計算において、運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。
※ 上記は過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

基準価額および純資産の推移 （2024年1⽉30日時点）

純資産総額 111億円
基準価額 10,915 円

当初設定日（2007年6月8日）〜2024年1月30日
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ポートフォリオの状況（マザーファンドベース、2023年12⽉末時点）

ポートフォリオ特性値

資産別構成

組入上位10銘柄

国・地域別構成 リート用途別構成

配当利回り︓4.0%

※⽐率は、純資産総額に対するものです。
※「配当利回り」は、コーヘン&スティアーズ・キャピタル・マネジメント・インクによるもの（課税前）であり、将来の運用成果を示唆・保証するものでは
ありません。
※用途名は、原則としてS&P Global Property Index の分類によるものです。※四捨五入の関係で合計の数値が一致しない場合があります。
※当ファンドは、実質的な運用を「ダイワ世界REIT・マザーファンド」を通じて⾏ないます。
※上記は過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

資産別構成

外国リート

コール・ローン、その他

合計 100.0%65
2.1%

65
資産 銘柄数 比率

97.9% アメリカ

オーストラリア

イギリス

シンガポール

ベルギー

フランス

香港

スペイン

ニュージーランド

その他

0.9%
1.4%

3.4%
1.8%

16.6%
9.4%
7.1%
6.1%

19.6%
31.6%

合計97.9%
国・地域名 比率

国・地域別構成

産業用

小売

ダイバーシファイド

住宅

ヘルスケア

倉庫

データセンター

特殊

オフィススペース

その他

0.8%
1.3%

5.5%
1.0%

15.9%
14.3%
7.9%
7.4%

23.6%
20.2%

リート 用途別構成 合計97.9%
用途名 比率

組入上位10銘柄

2.4%
TRITAX BIG BOX REIT PLC 産業用 イギリス 2.5%
STOCKLAND 住宅 オーストラリア

2.8%
LAND SECURITIES GROUP PLC ダイバーシファイド イギリス 2.8%
SIMON PROPERTY GROUP INC 小売 アメリカ

2.8%
PROLOGIS INC 産業用 アメリカ 3.2%
WELLTOWER INC ヘルスケア アメリカ

3.3%
UNIBAIL-RODAMCO-WESTFIELD 小売 フランス 3.4%
LINK REIT 小売 香港

3.8%
GOODMAN GROUP 産業用 オーストラリア 7.7%
SEGRO PLC 産業用 イギリス

合計34.7%
用途名 国・地域名 比率銘柄名
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収益分配⾦に関する留意事項

※上記はイメージであり、実際の分配⾦額や基準価額を⽰唆するものではありませんのでご留意ください。

分配金分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産からは、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われ支払われますので、分配金が支払われるますので、分配金が支払われると、と、
その金額相当分、基準価額は下がります。その金額相当分、基準価額は下がります。

投資信託の純資産 分配金
投資信託で分配金が
支払われるイメージ

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになり支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになり
ます。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。ます。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合

（注）分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配
準備積立金および④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

10,500円

前期決算日

※分配対象額
500円

当期決算日
分配前

※50円を取崩し

当期決算日
分配後

※分配対象額
450円

前期決算日

※分配対象額
500円

当期決算日
分配前

※80円を取崩し

当期決算日
分配後

※分配対象額
420円

期中収益
（①＋②）

50円

※50円

10,550円

※450円
（③＋④）

10,450円

分配金
100円

※420円
（③＋④）

10,500円

10,400円

10,300円

分配金
100円

※80円

配当等収益
① 20円

※500円
（③＋④）

※500円
（③＋④）

投資投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相が、実質的には元本の一部払戻しに相
当する場合があります。当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場
合も同様です。合も同様です。

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

普通分配金

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

普通分配金

元本払戻金（特別
分配金）は実質的
に元本の一部払戻
しとみなされ、その
金額だけ個別元本
が減少します。
また、元本払戻金
（特別分配金）部分
は非課税扱いとな
ります。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

投資者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

普通分配金 ： 個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金 ： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の
（特別分配金） 額だけ減少します。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論⾒書）」をご覧ください。 

ファンドの目的・特色 

ファンドの目的 
・海外のリート（不動産投資信託）に投資し、安定的な配当等収益の確保と信託財産の中⻑期的な成⻑をめざします。 

ファンドの特色 
・海外のリートに投資します。 
・海外のリートの運用は、コーヘン&スティアーズ・キャピタル・マネジメント・インクが⾏ないます。 
・毎月 15 日（休業日の場合翌営業日）に決算を⾏ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を⾏ないます。 

 

投資リスク 

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもので
はなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯⾦とは
異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 
リートの価格変動 
（価格変動リスク・信用リスク） 

リートの価格は、不動産市況の変動、リートの収益や財務内容の変動、リートに関する法
制度の変更等の影響を受けます。組入リートの市場価格が下落した場合、基準価額が
下落する要因となり、投資元本を割込むことがあります。 

為替変動リスク 外貨建資産については、資産自体の価格変動のほか、当該外貨の円に対する為替レー
トの変動の影響を受けます。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高方
向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込むことがありま
す。 

カントリー・リスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、
または取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、
方針に沿った運用が困難となることがあります。 

その他 解約資⾦を手当てするため組入証券を売却する際、市場規模や市場動向によっては市
場実勢を押下げ、当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、基準価
額が下落する要因となります。 

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
 
その他の留意点 

●当ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 
●当ファンドは、⼤量の解約が発生し短期間で解約資⾦を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変

した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう
リスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換⾦の申込みの受付けが中止となる可能性、換⾦代⾦
のお支払いが遅延する可能性があります。 
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論⾒書）」をご覧ください。 

ファンドの費用 
 

 
 

  

12/15



※詳しくは「投資信託説明書（交付目論⾒書）」をご覧ください。 

お申込みメモ 

 
 

購入単位 最低単位を 1 円単位または 1 口単位として販売会社が定める単位 
購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり） 
購入代⾦ 販売会社が定める期日までにお支払い下さい。 
換⾦単位 最低単位を 1 口単位として販売会社が定める単位 
換⾦価額 換⾦申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり） 
換⾦代⾦ 原則として換⾦申込受付日から起算して 5 営業日目からお支払いします。 
申込受付中止日 ニューヨーク証券取引所またはオーストラリア証券取引所の休業日 

（注）申込受付中止日は、販売会社または委託会社にお問合わせ下さい。 
申込締切時間 午後 3 時まで（販売会社所定の事務手続きが完了したもの） 
換⾦制限 信託財産の資⾦管理を円滑に⾏なうために⼤口の換⾦申込には制限があります。 
購入・換⾦申込受付 
の中止および取消し 

⾦融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、換
⾦の申込みの受付けを中止することがあります。 

繰上償還 次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信託契約
を解約し、信託を終了させること（繰上償還）ができます。 
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合 
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき 
・やむを得ない事情が発生したとき 

収益分配 年 12 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を⾏ないます。 
（注）当ファンドには、「分配⾦再投資コース」と「分配⾦支払いコース」があります。なお、お取扱い可能なコ
ースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ下さい。 

課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益⾦不算入制度の適用はありません。 
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適用対象であり、2024 年 1 月 1 日
以降は一定の要件を満たした場合に NISA の適用対象となります。 
※税法が改正された場合等には変更される場合があります。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他一切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を⽰すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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取扱い販売会社

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第33号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○

2023年12月29日　現在

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

ダイワ世界リート・ファンド（毎月分配型）

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。 15/15


